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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、コーポレート・ガバナンスの充実が企業価値の向上につながるとの考えに基づき、透明度の高い経営システムの構築を図ることが重要と
考えております。そのためには、法令等遵守（コンプライアンス）体制並びに業務の適正を確保するための体制を構築し、その上で情報開示（ディ
スクロージャー）を行い説明責任（アカウンタビリティ）を果たしていくことが、コーポレート・ガバナンスを確保することになると考えております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則4-1-3　最高経営責任者等の後継者の計画】

当社は現在、最高経営責任者等の後継者の計画及びその計画に対する取締役会での監督は行っておりませんが、将来の経営陣幹部となり得る
人材に対し、階層別に研修を実施するとともに、複数部門の経験や経営会議をはじめとする重要会議への出席などを通じた将来の経営陣幹部の
育成に努めております。今後は、取締役会において育成計画について監督する体制について検討してまいります。

【補充原則4-3-2　ＣＥＯの選解任】

当社は、代表取締役などの業務執行取締役について、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資する人物を選任しています。

【補充原則4-3-3　ＣＥＯの解任手続の確立】

当社は、代表取締役などの業務執行取締役について、法令、定款、社内規定に違反した行為があった場合、その他、求められる役割・責務を果た
していないと取締役会が判断した場合は、取締役会にて取締役会候補者として指名せず、また、その役職を解任いたします。

【補充原則4-10-1　任意の仕組みの活用】

当社の独立社外取締役は現状3名であり、過半数に達しておりません。社外取締役には、取締役候補者の指名及び報酬などの特に重要な事項
の検討のみならず、日常的にも忌憚なくさまざまな事項につき、適切な意見・助言を得ております。上記4-3-2、4-3-3と合わせ、独立社外取締役の
より一層の適切な関与・助言を得るための取組みについて検討を進め、取締役会の独立性・客観性の強化を図ってまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１‐４　いわゆる政策保有株式】

■政策保有に関する方針

当社は、政策保有株式について、コーポレートガバナンス・コードを巡る環境の変化や株価変動リスクに鑑み、取引関係の維持・強化、戦略的な業
務提携など保有の意義が認められる場合を除き、保有しないことを基本方針としております。

■保有の適否の検証

当社は、取締役会で毎年、個別銘柄の保有の適否について検証を行い、その検証結果に基づき、継続保有するか売却するかを審議、決定してお
ります。保有意義が乏しいと判断される銘柄については、市場への影響等に配慮しつつ適宜売却を行います。

■政策保有株式に係る議決権行使基準

保有すると判断した株式に関する議決権の行使については、議案の内容を検討し、その発行会社の株主価値の向上に資するものか否かなどを
総合的に判断したうえで、適切に行使します。

【原則１‐７　関連当事者間の取引】

当社は、当社で実施する取引については、関連当事者間の取引を含む全ての取引について、社内規程に従い、取引の規模及び重要性に応じ
て、財務、会計、税務、法務などの専門的見地からの審査を経たうえで、必要な決裁を経て実施しています。その内容については監査役が常時閲
覧できる体制としています。

取締役の競業取引、利益相反取引について、法令に従い、取締役会の承認を受けて実施し、その結果を取締役会に報告することとしています。

【原則２‐６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

企業年金の積立金の運用は、複数の運用機関へ委託するとともに、個別の投資先選定や議決権行使等も同機関へ一任することにより企業年金
の受益者と会社との間で利益相反が生じないようにしています。

また、企業年金担当組織が運用機関に対するモニタリングなどの適切な活動が実施できるよう、年金運用に適した資質及び専門性を持った人材
を継続的に配置するとともに、定期的に開催される資産運用委員会における審議等を通じて、企業年金の資産運用の健全性や適正性なども確認
しています。

【原則３‐１　情報開示の充実】

当社は、法令に基づく開示を適切に行うことに加え、当社の意思決定の透明性、公正性を確保し、実効的なコーポレート・ガバナンスを実現すると
の観点から以下の事項について開示し、主体的な情報発信を行っております。

(ⅰ)　会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

当社は、企業理念を策定しております。詳細は当社ウェブサイトをご参照ください。

企業理念　http://www.fu-hd.com/company/philosophy/

(ⅱ)　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

本報告書の「Ⅰ．１．基本的な考え方」に記載しておりますので、ご参照ください。



(ⅲ)　経営陣幹部・取締役の報酬決定の方針と手続

取締役の報酬の基本方針は、本報告書の「Ⅱ．１．【取締役報酬関係】報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」をご参照ください。

上記方針を定めた規程を取締役会において決定しております。

なお、役付執行役員の報酬の基本方針と決定方法は、取締役の報酬の基本方針と決定方法に準じております。

(ⅳ)　経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名の方針と手続

取締役及び執行役員の候補者は、豊富な経験、実績、専門性、多様性等を総合的に勘案して、バランスを検討したうえで選任・指名しております。
また、監査役の候補者は、当社事業に関する知識、財務・会計・法律等に関する知見及び豊富な経験、企業経営に関する多様な視点のバランス
を検討したうえで、指名しております。

上記方針に基づき、代表取締役および関係する取締役が内容を検討し、取締役会で決定しております。

なお、取締役・監査役に、法令、定款、社内規定に違反した行為があった場合、その他、求められる役割・責務を果たしていないと取締役会が判断
した場合は、株主総会に解任議案を付議します。

(ⅴ)　個々の選任・指名についての説明

取締役・監査役の個々の選解任理由については、株主総会参考書類等で開示します。

【補充原則４‐１①　経営陣に対する委任の範囲】

当社は、監査役設置会社として、法令上認められる範囲内で通常の業務執行の決定については経営陣への委任を進めています。取締役会にお
いては、経営陣による経営執行の監督やコーポレート・ガバナンスに関する事項の決定に加えて、定量面又は定性面から重要性の高い業務執行
に関する決定を行っています。取締役会に付議すべき事項は当社の「取締役会規則」に定めています。

【原則４‐８　独立社外取締役の有効な活用】

当社は、独立社外取締役３名を選任しております。社外取締役の状況につきましては、本報告書の「Ⅱ．１．機関構成・組織運営等に係る事項【取
締役関係】」に記載しておりますので、ご参照ください。

【原則４‐９　独立社外取締役の独立性基準及び資質】

当社における社外取締役及び社外監査役を独立役員として認定する際の基準を明らかにすることを目的として、当社取締役会の承認により「社
外役員の独立性に関する基準」を制定しております。社外取締役及び社外監査役候補者の検討にあたっては、同基準による独立性を有すること
を前提としております。

同基準は、本報告書の「Ⅱ．１．【独立役員関係】その他独立役員に関する事項」に記載しておりますので、ご参照ください。

【原補充則４‐１１①　取締役会の構成】

当社の取締役会の人数は、定款で定める15名以内とし、取締役会における業務執行の監督と重要な意思決定を行うため、当社の事業経営に関
しての豊富な経験、実績、専門性、多様性等を総合的に勘案し、取締役会の機能・責務を全うするためのバランスを検討した上で、適正な人数で
構成することを基本としております。

このような考えのもと、現在は当社の各事業の業務に精通した社内取締役９名と豊富な経験と高い見識を有する社外取締役３名の計１２名で取
締役会を構成しております。

【補充原則４‐１１②　取締役・監査役の兼任状況】

取締役及び監査役の他の上場会社の役員の兼務状況は、株主総会招集ご通知の参考書類や事業報告等において毎年開示をしておりますので
ご参照ください。

第３８期定時株主総会招集ご通知　Ｐ９～２６、Ｐ４２～４３

http://www.fu-hd.com/ir/stock_information/shareholder_meeting/index.html

【補充原則４‐１１③　取締役会の実効性評価】

当社は、全取締役及び監査役が取締役会評価に関する質問票に回答し、その回答の集計結果に基づき、取締役会において分析・評価を実施し
ました。

その結果、取締役会の構成、運営、議題、取締役会を支える体制の各面において当社の取締役会は概ね適切に機能しており、取締役会の実効
性は確保されていることを確認しました。

なお、前年度の評価におきまして課題が指摘された、取締役会の開催スケジュール、提供される資料の内容等については、取締役会運営の充
実・見直しを進め、前年度の調査と比較し、改善がはかられていることを確認しました。

一方で、取締役会の構成（取締役の人数、社外取締役の割合）、取締役会の議題内容の充実（代表取締役の後継者計画、経営陣幹部の選解任
等）について課題が指摘され、今後、検討いたします。

当社取締役会におきましては、今回の評価も参考にして、今後も実効性の向上をはかってまいります。

【補充原則４‐１４②　取締役・監査役に対するトレーニングの方針】

当社は、取締役及び監査役に対するトレーニングとして、新任社外取締役及び監査役に対し、当社の事業概要、財務、戦略等について説明を実
施し、当社に関する知識の習得を支援する方針であります。また、取締役及び監査役の業務を行うにあたって必要な基本知識を学ぶための機会
を設けるとともに、外部教育訓練を斡旋し、費用を負担することで、取締役及び監査役としての役割および責務についての理解を深めるための支
援を行う方針であります。

【原則５‐１　株主との建設的な対話に関する方針】

■ＩＲ基本方針

当社は、「正確性・迅速性・公平性を旨とし、シンプルで誠実な情報開示を行う」ことをＩＲ活動のポリシーとしています。社長の強いリーダーシップの
もと、半期ごとの決算説明会や、海外ＩＲ、個別取材対応、ホームページや各種刊行物の充実を積極的に行っています。今後もＩＲ活動の一層の強
化を図っていきます。

・株主および投資家等との対話はＣＦＯを責任者とし、合理的な範囲で経営陣幹部または取締役が対応するよう努めます。

・ＣＦＯは、株主および投資家等との対話に関する実務担当部署としてのＣＦＯ・ＩＲ室を統括し、またＣＦＯ・ＩＲ室は定期的なミーティングを含めた社
内関係部署との連携を密に行うことにより、経営陣幹部または取締役による株主および投資家等との対話を補佐するものとします。

・ＣＦＯは対話を通じて得られた株主および投資家等の意見・懸念を定期的に取締役会に報告します。また、これに限らず、経営陣幹部への情報
共有を随時行います。

・ＣＦＯはＣＦＯ・ＩＲ室を担当部署として、様々な機会を通して株主および投資家との対話の促進を図るものとします。

ＩＲ活動の取組みや方策等、詳細については、本報告書の「Ⅲ．株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況　２．ＩＲに関する活動状況」に
記載しておりますので、ご参照ください。

２．資本構成



外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

伊藤忠商事株式会社 52,507,296 41.49

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 （信託口） 18,675,500 14.75

伊藤忠リテールインベストメント合同会社 10,880,400 8.59

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 7,086,066 5.60

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 3,073,500 2.42

株式会社NTTドコモ 1,812,800 1.43

日本生命保険相互会社 1,553,272 1.22

ＢＮＰパリバ証券株式会社 1,432,825 1.13

ゴールドマン・サックス証券株式会社　ＢＮＹＭ 1,325,600 1.04

STATE STREET BANK WEST CLIENT ‐ TREATY ５０５２３４ 1,242,513 0.98

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 伊藤忠商事株式会社　（上場：東京）　（コード）　8001

補足説明

1.「大株主の状況」は、2019年2月28日の状況です。

2.伊藤忠リテールインベストメント合同会社は、伊藤忠商事株式会社の完全子会社です。

3. 2018年6月6日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、大和証券投資信託委託株式会社及び共同保有者1社

が2018年5月31日現在で当社株式6,337千株を保有している旨が記載されているものの、当社として当事業年度末時点における実質所有株式数
の確認ができませんので、上記「大株主の状況」には含めておりません。

4. 2018年9月18日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社及び共同保有者2社が

2018年9月10日現在で当社株式6,439千株を保有している旨が記載されているものの、当社として当事業年度末時点における実質所有株式数の
確認ができませんので、上記「大株主の状況」には含めておりません。

5. 2019年2月7日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、野村證券株式会社及び共同保有者2社が2019年1月31

日現在で当社株式12,289千株を保有している旨が記載されているものの、当社として当事業年度末時点における実質所有株式数の確認ができな
いため、上記「大株主の状況」には含めておりません。

6. 2019年3月6日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友信託銀行株式会社及び共同保有者1社が

2019年2月28日現在で当社株式34,033千株を保有している旨が記載されているものの、当社として当事業年度末時点における実質所有株式数の
確認ができないため、上記「大株主の状況」には含めておりません。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部、名古屋 第一部

決算期 2 月

業種 小売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

当社は上場会社として一定の独立性を確保し、親会社である伊藤忠商事株式会社及びそのグループ会社につきましては、一般の市場取引と同
様に交渉の上で取引条件等を決定しており、少数株主の利益を害することのないように取引を行っております。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

当社は、上場子会社を1社有しており、「経営の自主性を尊重するとともに、当グループの経営目標の達成のため、その経営改善に積極的に指
導・助言する」との基本方針のもとに経営の独立性を尊重しております。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 12 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され

ている人数
3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

伊澤　正 その他

髙岡　美佳 学者

関根　近子 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

伊澤　正 ○
〔重要な兼職の状況〕

一般財団法人日中経済協会理事長

経済産業省大臣官房審議官や国際協力機構
理事、日本貿易振興機構副理事長等を歴任
し、外交官も務めるなど、豊富な経験と高い見
識を有しており、それらに基づく有益なご意見
やご指摘をいただけることを期待しております。

また、独立役員の要件を満たしており、一般株
主と利益相反が生じるおそれがないと判断した
ため、独立役員に指定しました。



髙岡　美佳 ○

〔重要な兼職の状況〕

立教大学経営学部教授

株式会社ＴＳＩホールディングス社外取締
役

株式会社モスフードサービス社外取締役

共同印刷株式会社社外取締役

ＳＧホールディングス株式会社社外取締
役

大学教授として経営学等に関する専門的知識
を有しているほか、当社の社外監査役並びに
他社の社外取締役を務めるなど、豊富な経験
と高い見識を有しており、それらに基づく有益な
ご意見やご指摘をいただけることを期待してお
ります。

また、独立役員の要件を満たしており、一般株
主と利益相反が生じるおそれがないと判断した
ため、独立役員に指定しました。

関根　近子 ○

〔重要な兼職の状況〕

株式会社Ｂマインド代表取締役

イーサポートリンク株式会社社外取締役

株式会社バルカー社外取締役

大手化粧品会社の執行役員として、国際マー
ケティングほか多部門の部門長を歴任した後、
他社の代表取締役及び社外取締役を務めるな
ど、豊富な経験と高い見識を有しており、それ
らに基づく有益なご意見やご指摘をいただける
ことを期待しております。

また、独立役員の要件を満たしており、一般株
主と利益相反が生じるおそれがないと判断した
ため、独立役員に指定しました。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 6 名

監査役の人数 6 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役は、会計監査人とは監査計画の説明、四半期毎に報告を受け、討議や情報交換を行う等、連携強化に努めております。また、内部監査

部門である監査室とは毎月、内部監査の結果の報告を受ける等、連携を図っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 4 名

社外監査役のうち独立役員に指定され

ている人数
3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

馬場 康弘 他の会社の出身者 △

青沼 隆之 弁護士

内島 一郎 他の会社の出身者

白田 佳子 学者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）



j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

馬場 康弘 　

〔重要な兼職の状況〕

株式会社ファミリーマート　監査役

ユニー株式会社　監査役

馬場氏は伊藤忠商事株式会社の出身者
であります。

他社において長年にわたり経理、財務等に関
する業務に従事されており、それらの豊富な業
務経験と経理、財務等の分野に関する高い見
識に基づき当社の経営を厳格に監査していた
だくことを期待しております。

青沼 隆之 ○
〔重要な兼職の状況〕

シティユーワ法律事務所オブ・カウンセル

法律の専門家として豊富な経験と高い見識を
有されており、それらに基づき、当社の経営を
厳格に監査していただくことを期待しておりま
す。

また独立役員の要件を満たしており、一般株主
と利益相反の生じる恐れがないと判断したた
め、独立役員に指定しました。

内島 一郎 ○
〔重要な兼職の状況〕

なし

大手石油会社の取締役として、経営企画ほか
多部門の部門長を歴任し、豊富な経験と高い
見識を有されており、当社の経営を厳格に監査
していただくことを期待しております。

また独立役員の要件を満たしており、一般株主
と利益相反の生じる恐れがないと判断したた
め、独立役員に指定しました。

白田 佳子 ○

〔重要な兼職の状況〕

筑波学院大学経営情報学部客員教授

東京国税局土地評価審議会会長

法務省法制審議委員

ウィン・パートナーズ株式会社社外取締役

菱電商事株式会社社外取締役

宝印刷株式会社社外取締役

株式会社海外交通・都市開発事業支援機
構社外取締役

大学教授として財務会計や経営に関する専門
的知識を有しているほか、他社の社外取締役
を務めるなど、豊富な経験と高い見識を有され
ており、それらに基づき、当社の経営を厳格に
監査していただくことを期待しております。

また独立役員の要件を満たしており、一般株主
と利益相反の生じる恐れがないと判断したた
め、独立役員に指定しました。

【独立役員関係】

独立役員の人数 6 名

その他独立役員に関する事項

当社における社外取締役及び社外監査役を独立役員として認定する際の基準を明らかにすることを目的として、当社取締役会の承認により「社
外役員の独立性に関する基準」を制定しております。社外取締役及び社外監査役候補者の検討にあたっては、同基準による独立性を有すること
を前提としております。

同基準は次のとおりであります。

〔社外役員の独立性に関する基準〕

１．目　的

本基準は、当社における独立役員として認定する独立性の基準を明らかにすることを目的とする。

２．独立役員

1)　独立役員とは、一般株主と利益相反が生じるおそれのない社外取締役又は社外監査役とし、本項2)及び3)に定める要件をいずれも満たす者
をいう。

2)　独立役員は、次の定めのいずれにも該当しない者とする。

(1) 当社の親会社又は兄弟会社の業務執行者

なお、本基準において業務執行者とは、取締役（社外取締役を除く。）、会計参与（会計参与が法人であるときは、その職務を行うべき社員。）、執
行役（総称して以下「取締役等」）、支配人その他の使用人等の業務を執行する者をいう。

(2) 当社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

なお、「当社を主要な取引先とする者」とは、以下のいずれかに該当する者をいう。

（イ）当社又は当社のグループ会社（グループ会社の加盟店を含む。本（イ）、3）（イ）において同じ）に対して商品又は役務等を直接又は間接に供
給している者であって、供給者又は供給者が法人である場合には当該法人及びその連結子会社が製造若しくは卸売等し、当社及び当社のグ
ループ会社に供給した商品及び役務等の金額が、当該供給者の直前事業年度の連結売上高の２％を超える者。

（ロ）当社又は当社のグループ会社に債権を有する者であって、債権者又は債権者が法人である場合には当該法人及びその連結子会社が有す
る債権額が、当該債権者の直前事業年度末日の連結総資産の２％を超える者。

(3) 当社の主要な取引先又はその業務執行者

なお、「当社の主要な取引先」とは、以下のいずれかに該当する者をいう。

（イ）当社又は当社のグループ会社に対して商品又は役務等を直接又は間接に供給している者であって、供給者又は供給者が法人である場合に
は当該法人及びその連結子会社が製造若しくは卸売等し、当社及び当社のグループ会社に供給した商品及び役務等の金額が、連結ベースの直



前事業年度の売上高の２％を超える者。

（ロ） 当社又は当社のグループ会社が債権を有する者であって、当社及び当社のグループ会社が有する債権額が、当社の直前事業年度末日の

連結総資産の２％を超える者。

(4) 当社又は当社のグループ会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家（当該財産

を得ている者が法人、組合等の団体である場合には、当該団体に所属する者を含む。）

なお、当社又は当社のグループ会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家とは、当
社又は当社グループ各社から、役員報酬以外に直前事業年度において合計1,000万円又はその者の売上高若しくは総収入金額の２％のいずれ
か高い方の金額を超える財産を得ている者をいう。

(5) 過去３年間において、上記(1)から(4)までに該当していた者

(6) 以下の近親者（配偶者及び２親等内の親族）

（イ） 上記(1)から(5)までに該当する者

但し、上記(1)から(3)までの「業務執行者」は、取締役等及び部門長以上の使用人（以下「重要な業務執行者」）に限るものとし、上記(4)の「団体に
所属する者」においては、重要な業務執行者、及びその団体が監査法人や法律事務所等の専門家団体の場合は、公認会計士、弁護士等の専門
的資格を有する者に限るものとする。

（ロ） 当社又は当社のグループ会社の重要な業務執行者

（ハ） 過去３年間において、上記(ロ)に該当していた者

3)　上記2)に定める要件を満たす者であっても、当社の主要株主若しくはその業務執行者、又は過去に上記2)の定めのいずれかに該当し、当社
の経営陣からの独立性を有しないと認められる場合は、独立役員に該当しないものとする。

３．告　知

独立役員は、本基準に定める独立性を退任まで維持するように努め、本基準に定める独立性を有しないことになった場合には、直ちに当社に告
知するものとする。

４．制定及び改廃

本基準の制定及び改廃は、取締役会の決議による。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

取締役の賞与について、親会社の所有者に帰属する当期利益（連結）と連動する業績連動型報酬制度を導入しております。また、各取締役が固
定報酬及び賞与の一部を当社役員持株会に継続的に拠出し、取得した当社株式を在任期間中保有することとしております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

2019年2月期に係る取締役の報酬等の総額について、以下のとおり開示しています。

報酬：263百万円（うち社外取締役22百万円）

上記には、2018年5月24日開催の第３７期定時株主総会の時をもって退任した取締役1名、並びに2019年2月28日に退任した取締役3名が含まれ
ております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役及び監査役の報酬は、株主総会において承認された限度額の範囲内で支給いたします。

取締役の報酬は、月次支給の「固定報酬」及び「賞与」によって構成されます。このうち「固定報酬」は、内規に基づき役位に応じた金額を設定して
おり、「賞与」は、親会社の所有者に帰属する当期利益（連結）と連動する業績連動報酬を採用しております。

各取締役は、「固定報酬」及び「賞与」の一部を役員持株会に拠出します（株価連動報酬）。

非常勤取締役の報酬は、月次支給の「固定報酬」のみによって構成されます。

監査役の報酬は、月次支給の「固定報酬」のみによって構成されます。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】



社外取締役は、経営企画本部経営企画部が社外取締役の職務執行をサポートしております。

社外監査役は、専従スタッフで構成する監査役会事務局が、監査業務の補助、監査役会の運営事務等、社外監査役を含めた監査役の職務執行
をサポートしております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

取締役会は12名の取締役（うち3名は社外取締役、男性10名・女性2名）で構成し、原則として、毎月1回取締役会を開催し、会社の重要な業務執
行の決定と職務の監督を行っております。また、迅速な意思決定・業務執行を強化するため執行役員制を採用しております。執行役員は取締役
会の決議によって選任・業務分担し、担当業務を執行しております。さらに、リスク管理体制の整備と倫理・法令遵守体制の強化を目的としたリス
クマネジメント・コンプライアンス委員会、内部統制の構築とコーポレート・ガバナンスの確保を目的とした専門の部門を設置しております。

内部監査部門としては代表取締役社長直轄の監査室を設置し、全社経営課題について「職務執行の効率性」「リスク管理」「法令等遵守」等の観
点から内部監査を実施しております。また、監査指摘事項・提言等の改善履行状況についてもチェックを徹底しております。なお、グループ会社の
内部監査部門等とも連携し、情報・意見交換等を図っております。

監査役は6名（うち4名は社外監査役、男性5名・女性１名）で、取締役会その他重要な会議への出席、重要な決裁書類の閲覧等によって、業務及
び財産の状況を調査し、取締役の職務の執行を監査しております。また、監査室とは緊密な連携を図り情報の収集等を実施するとともに、グルー
プ会社の監査役とも定期的に連絡会を開催し、グループ全体としてのガバナンスの確保にも努めております。

【責任限定契約の内容の概要】

当社は、会社法427条第１項の規定に基づき、独立役員6名（社外取締役3名及び社外監査役3名）との間で、同法第423条第１項の損害賠償責任
を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役又は社外監査役が職務を行うにつき善意でかつ重大
な過失がないときは、同法第425条第１項に定める最低限度額としております。

会計監査につきましては、当社は有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結し、会社法監査及び金融商品取引法監査を受けております。会計
監査人は、独立した第三者の立場から財務諸表等の監査を実施し、当社は監査結果の報告を受け、意見の交換をしております。

業務を執行した公認会計士の概要、および監査報酬の内容は、次のとおりであります。

【業務を執行した公認会計士の概要】

　業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名

　指定有限責任社員 業務執行社員 大久保 孝一 有限責任監査法人 トーマツ

　指定有限責任社員 業務執行社員 永山 晴子 有限責任監査法人 トーマツ

　指定有限責任社員 業務執行社員 惣田 一弘 有限責任監査法人 トーマツ

　補助者の構成：公認会計士15名、その他30名

【監査報酬の内容】

　当社及び当社子会社の会計監査人である有限責任監査法人トーマツに対する報酬

　公認会計士法第2条第1項に規定する業務（監査証明業務）に基づく報酬556百万円

　＜内訳：当社の監査報酬：115百万円 当社子会社の監査報酬：441百万円＞

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、監査役（監査役会）設置会社として、社外監査役を含めた監査役による経営監視を十分機能させることで監視・監督機能の充実と意思決
定の透明性を確保しております。この監査役による経営監視を主軸とした企業統治体制に加えて、当社は、取締役会による経営監督の実効性と
意思決定の透明性を強化・向上させることを目的に、独立性の高い社外取締役を選任しております。社外取締役を含む取締役会と社外監査役が
過半を占める監査役会を基礎とした現状における当社の企業統治体制は、当社が構築すべきと考えている透明度の高い経営システムの構築に
合致したものであると考えております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 株主総会日の3週間前に発送

電磁的方法による議決権の行使 実施

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

実施。

招集ご通知等を当社ウェブサイト等に掲載しております。

http://www.fu-hd.com/ir/stock_information/shareholder_meeting/index.html

招集通知（要約）の英文での提供
実施

http://www.fu-hd.com/english/ir/

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
「正確性・迅速性・公平性を旨とし、シンプルで誠実な情報開示を行う」ことを

規定

個人投資家向けに定期的説明会を開催 ＩＲ担当役員等による個人投資家向けの説明会を開催 なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年2回（第2四半期決算・本決算後）開催。決算概要及び経営戦略について説
明

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
米国・欧州・アジアにて主要な投資家への訪問説明を実施。決算概要及び経

営戦略について説明
あり

IR資料のホームページ掲載
ＵＲＬ http://www.fu-hd.com/ir/

トップメッセージ、決算資料・決算短信・有価証券報告書等を記載

IRに関する部署（担当者）の設置
ＩＲ担当部署名：ＣＦＯ・ＩＲ室

ＩＲ事務連絡担当者：國友 健二

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「グループ行動規範」にて規定

http://www.fu-hd.com/company/group/



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

私たちは、豊かさや楽しさがあふれる「より良い生活」の実現を目指し、社会・生活インフラ
として地域社会の課題を解決することで、お客さまがいつも集まる地域コミュニティの中心
でありたいと考えます。そして事業活動を通じて提供する価値は、常に誠実で笑顔があふ
れる未来を見据えたものでなければなりません。

次世代にこの地球環境を継承するために、ステークホルダーの皆さまの声に耳を傾け、こ
れからも行政・NGO・NPO・地域社会との協働を通じて社会や地球環境が抱える課題の解
決に取り組み、サステナブルな社会の実現に向けて寄与してまいります。

「サステナビリティ報告書」では、ユニー・ファミリーマートグループとしてCSR 活動を推進し

ていく上での考え方や体制について記載しています。また、当社として署名した「国連グ
ローバル・コンパクト」、貢献宣言を表明している「持続可能な開発目標（SDGs）」、さらには
新たに制定した「サステナビリティ基本方針」などを踏まえ、ユニー・ファミリーマートグルー
プとして解決すべき重要課題に焦点を当て、各社の活動を中心に記載しています。重要課
題ごとの取り組みはダイジェスト的に記載しており、より詳細な情報については、ファミリー
マートの「CSRハンドブック2018」と併せてご参照いただく形式としています。

ＣＳＲ活動については当社ウェブサイト等に掲載。

ＵＲＬ http://www.fu-hd.com/csr/

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

投資家への適時適切な会社情報の開示が健全な金融商品市場の根幹をなすものである
ことを十分に認識するとともに、常に投資者の視点に立った迅速・正確かつ公平な会社情
報の開示を適切に行えるよう社内体制の充実に努めるなど、投資家への会社情報の適時
適切な情報開示を実施。

その他

人種、国籍、宗教、性別によって差別することなく、一人ひとりの従業員の人格・人権・多様
性を尊重し、個性や能力を活かしながら誰もが活躍できるようダイバーシティの推進に取り
組んでいます。内容については当社ウェブサイト等に掲載。

http://www.fu-hd.com/csr/stakeholder/employee.html



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、2006年5月19日開催の取締役会において、「内部統制システム構築の基本方針」について、決定いたしました。また、2019年3月13日付で
一部改定を行っており、その概要は以下の通りであります。

〔取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他当社の業務並びに企業集団の業務の適正を確保するため
の体制の概要〕

１．当社及び当グループ各社の取締役、執行役員及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1) 当社では、取締役会を、原則、毎月１回開催し、代表取締役等から職務の執行の状況につき報告を求めるものとします。また、監査機能を強化

するため、監査役監査の実効性を確保するための措置を講ずるものとし、監査役は会計監査人の独立性が保たれているか否か監査するものとし
ます。

(2) 当社では、当グループ全体のコンプライアンスに関する活動を横断的に統括する組織として、代表取締役社長直轄のリスクマネジメント・コンプ

ライアンス委員会を設置し、当グループ各社からの定期的な報告を通じて、当グループ全体のコンプライアンス体制の整備・運用状況等を確認す
るとともに、方針・計画を審議するものとします。また、コンプライアンスに関する周知活動を行うため専門の部門として法務部を設置するとともに、
当グループの主要な会社に推進責任者を設置し、コンプライアンスの徹底をはかるものとします。

(3) 当社は、グループ行動規範、コンプライアンス規程を制定し、当グループの取締役、執行役員及び従業員はこれらの規程等を遵守するものとし

ます。

(4) 当社では、代表取締役社長直轄の監査室を設置し、監査室は、倫理・法令の遵守状況等につき定期的な監査を行うものとします。

(5) 当社及び当グループ各社に内部情報提供制度等を設け、社内外に情報提供の窓口を設置することで、コンプライアンス違反の行為を是正し、

また、未然に防止する体制を推進するものとします。なお、内部情報提供制度に関する規程等において、情報提供者に対し、内部情報の提供を理
由とするいかなる不利な取扱いも行ってはならない旨定め、当グループの取締役、執行役員及び従業員はこれを遵守するものとします。

(6) 当社及び当グループ各社は、反社会的勢力を排除し関係を遮断するために、その関係遮断を社内外に宣言し対応をはかるものとします。ま

た、警察、弁護士等の外部機関、業界団体及び地域社会との連携強化をはかり、組織としての対応に努めるものとします。

２．当社及び当グループ各社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1) 当社では、当社及びグループ会社が直面する可能性のあるリスクの管理に関する活動を横断的に統括する組織として、代表取締役社長直轄

のリスクマネジメント・コンプライアンス委員会を設置し、当グループ各社からの定期的な報告を通じて、当グループ全体のリスク管理体制の整備
及び運用状況等を確認するとともに、方針・計画を審議するものとします。また、リスク管理の推進、徹底活動を行うため専門の部門として法務部
を設置するとともに、当グループの主要な会社に推進責任者を設置し、リスク管理を推進するものとします。

(2) 当社は、リスクマネジメント規程を制定し、当社及び当グループ各社は、各部門が直面する可能性のあるリスクを定期的に分析・評価のうえ、

当グループ全体のリスクを統合して重点的に対処すべきリスクを抽出し、当該リスクの影響等を最小化するための体制及び方法等につき規程等
を整備してリスクを適切に管理するものとします。

(3) 当社の監査室は、リスク管理の状況等につき定期的な監査を行うものとします。

(4) 当社及びグループ会社では、大規模災害などの緊急事態が発生した場合でも、お客様に対する社会的使命を果たすことを目的として、危機管

理規程、事業継続計画（ＢＣＰ）等を整備し、緊急事態への対応を行うものとします。

３．財務報告の適正性を確保するための体制

(1) 当社は、グループ統一経理規程、経理規程、財務報告に係る内部統制規程その他の規程を整備するとともに、CFO(Chief Financial Officer)を

設置し、会計基準その他関連する諸法令を遵守し連結ベースでの財務報告の適正性及び信頼性を確保するために必要な体制を整備するものと
します。

(2) 当社は、財務報告の適正性及び信頼性を確保するための体制につき、その整備・運用状況を定期的に評価し、改善をはかります。また、監査

室は、当社における財務報告の適正性を確保する体制の状況につき定期的な監査を行うものとします。

４．当社及び当グループ各社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 当社は、当社及び当グループ各社における重要な業務執行の決定における諮問等を行う会議体として、代表取締役社長を議長とする経営会

議を設置し、迅速かつ慎重な審議により業務執行の決定を行うものとします。

(2) 当社では、執行役員制を採用し、可能な限り業務の執行を執行役員に委譲することにより、業務執行の効率化をはかるものとします。

(3) 当社及び当グループ各社は、取締役会で各取締役の業務分担を定め、さらに、職務権限及び業務決裁に関する規程を制定し、各取締役の職

務権限及び責任等を明確にすることで、業務執行の適正化をはかるものとします。

５．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社では、取締役会、経営会議その他の重要な会議の議事録、並びに稟議書、決裁書その他の重要な決裁に係る書類（電磁的媒体を含みま
す。）に記載又は記録された情報の作成、保存及び管理等について、法令に適合する内容の文書取扱規程を整備するとともに、取締役、監査役
その他の関係者が、上記の書類等を閲覧できる体制を整備するものとします。

６．当社並びにその親会社及び当グループ各社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1) 当社は、当グループ各社の自主性を尊重しつつ、状況に応じ取締役及び監査役を派遣して経営を把握し、業務の適正化を推進するものとしま

す。

(2) 当社は、関係会社管理規程に基づき当グループ各社の経営管理及び経営指導にあたるとともに、当グループの主要な会社との間で経営指導

契約を締結することで、本基本方針に基づく業務の適正が確保されるように努めるものとします。

(3) 当社では、関係会社管理規程において、経営管理等の指針を明確にし、当グループ各社における経営上の重要事項の決定を当社の事前承

認を要する事項とし、また、当社への報告を要する事項を定め、当社への報告を義務づけ、適宜、当グループ各社からの報告を受けるものとしま
す。

(4) 当社では、主要な内部統制項目について、当グループ各社の自主性を尊重しつつ、内部統制システムの整備及び運用を支援し、個別の状況

に応じてその管理にあたるものとします。また、グループ会社に、事業実態に応じた規程等を策定させ、これに基づく体制を整備させるとともに、グ
ループ会社への教育・研修の実施などによりグループとしての内部統制システムの整備をはかるものとします。

(5) 当グループ各社の監査部門と当社の監査室が連携し、また、当グループ各社の監査役と当社の監査役会との定期的な連絡会を開催すること

で、情報交換、施策の連動等を行い、当グループとしての内部統制システムの整備をはかるものとします。

(6) 当社の監査室は、当社各部門の監査を実施するとともに、当グループ各社の監査を実施又は統括することで、当社及び当グループ各社の適

正な内部統制の構築について監視及び指導するものとします。また監査室は、当グループ全体の内部統制の構築状況について、定期的に取締
役会及び監査役会に報告するものとします。



(7)当社の親会社とは、相互の自主性・自律性を十分に尊重しつつ連携をはかるものとし、当社における一定の重要事項については、親会社との
間で協議・報告する体制を整備するものとします。また、親会社及びそのグループ会社との間の取引については、法令に従い適切に行うものとし
ます。

７．監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する事項

当社では、監査役の職務を補助するため、監査役会事務局を設置するとともに、専任の従業員を置くものとし、監査役は、監査業務に必要な事項
について当該従業員に指揮・命令することができるものとします。

８．監査役の職務を補助すべき従業員の取締役からの独立性及び指示の実効性の確保に関する事項

監査役の職務を補助すべき従業員は、当該職務を行うにあたっては、監査役の指揮・命令のみに服し、取締役、執行役員その他の従業員の指
揮・命令は受けないものとします。当該従業員に対する人事考課、異動、懲戒処分等の人事権の行使については、事前に監査役と協議を行い、
監査役の同意を得たうえで、これを行うものとします。

９．当社並びに当グループ各社の取締役及び従業員等が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

(1) 監査役は、取締役会、経営会議等の重要な会議に出席し、取締役、執行役員及び従業員から説明を受け、関係資料を閲覧するものとします。

(2) 取締役、執行役員及び従業員は、内部監査の結果、内部情報提供制度の実施状況、競業取引及び自己取引等について定期的に監査役に報

告するものとします。

(3) 当社の取締役、執行役員及び従業員並びに当グループ各社の取締役、監査役、従業員等は、当社又は当グループ各社に著しい損害、重大な

影響を及ぼすおそれのある事実等があることを発見したときは、速やかに直接又は主管部門を通じて、当社の監査役に報告するものとします。ま
た、監査役は、その必要に応じ随時に、当社及び当グループ各社の取締役等に対し、報告を求めることができるものとします。

(4) 内部情報提供制度に関する規程等に準じ、監査役へ報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由に、いかなる不利な取扱いも行っては

ならないものとし、関係する取締役、執行役員及び従業員はこれを遵守するものとします。

10．監査役の職務の執行について生じる費用の前払又は償還手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針
に関する事項

当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の請求をしたときは、監査役の職務の執行に必要でないことを証明した
場合を除き、速やかに、社内システムを利用した当該費用等の処理を行うものとします。

11．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1)　監査役は、定期的に代表取締役と会合をもち、経営上の課題、会社を取り巻くリスク等について報告を受けるとともに、意見の交換を行いま
す。また、会計監査人から会計監査の方法及び結果についての報告を受けるとともに、監査室から内部監査の報告を受けるものとします。

(2)　監査役は、監査を行うため必要と認められる場合は、外部専門家への調査委託又は意見聴取を行うことができるものとします。

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当事業年度（2018年３月１日から2019年２月28日まで）における上記体制の運用状況の概要は以下のとおりです。

① 内部統制システム

　当社では、代表取締役社長の諮問機関として、過半数を独立社外役員等で構成するガバナンス委員会を設置し、本基本方針に基づく内部統制
の構築（整備・運用）状況を確認する体制としています。

　また、リスクマネジメント・コンプライアンス委員会を設置し、四半期に一度開催しております。リスクマネジメント・コンプライアンス委員会には常勤
監査役も出席し、意見を述べています。

1)　コンプライアンス

　リスクマネジメント・コンプライアンス委員会において、当グループ各社で開催しているコンプライアンスに関する委員会等の報告を受け、コンプラ
イアンス状況を確認し、コンプライアンス体制の充実に努めています。当グループ各社は、役職員に対する教育・研修活動、内部情報提供制度・
相談窓口の設置などを継続的に実施しています。

2)　リスクマネジメント

　リスクマネジメント・コンプライアンス委員会において、当グループ各社で開催しているリスクマネジメントに関する委員会等の報告を受け、当グ
ループ全体のリスクを統合したリスクマップを作成するなどして、リスク管理状況を確認しています。当グループ各社は、リスクを定期的に分析・評
価したうえ、当該リスクについて主体的に管理しています。

　また、当社及び当グループ各社における重要な投融資案件について審査する投融資委員会を設置し、当事業年度においては18回開催していま
す。

3)　重要な会議の開催状況等

　取締役会は、13名の取締役（うち独立社外取締役２名）で構成され、監査役５名（うち社外監査役４名）も出席しております。当事業年度において
は20回開催し、会社の重要な業務執行の決定と職務の監督を行っています。当グループ各社の重要な業務執行の決定における諮問等を行う経
営会議は18回開催しています。また、会議体の議事録についても正確に記録・作成し適切な情報の保存及び管理を行っています。なお、取締役
の適正かつ効率的な職務の執行を確保するため、業務分担を定め、各役職者の職務権限及び責任の明確化をはかっています。

4)　グループ会社管理体制

　当社から当グループ各社への取締役及び監査役の派遣、関係会社管理規程に基づく経営管理及び経営指導を行うほか、主要な事業会社との
間で経営指導契約を締結して業務の適正化を推進しています。

　また、関係会社管理規程において当社の事前承諾を要する事項、当社への報告事項を定め、子会社の重要事項について当社取締役会、経営
会議等において審議しています。

　リスク管理面においては、リスクマネジメント・コンプライアンス委員会の設置やコンプライアンス教育の実施等、当グループ各社毎に取り組んで
おり、当社はそれらの状況に応じ、コンプライアンス・リスクマネジメント等の教育・研修の実施、研修資料の提供を行っているほか、関連規程や体
制の整備について助言・指導を行い、グループ会社を含めた内部統制の推進をはかっています。

5)　財務報告の適正性確保

　経理や財務報告に係る内部統制に関する規程を整備するとともに、CFO（Chief Financial Officer）を設置し、財務報告の適正性、信頼性を確保

するための体制の充実をはかっています。

6)　内部監査

　代表取締役社長直轄の監査室は、当社及び主要な事業会社のコンプライアンス、リスクマネジメント、財務報告の適正性（Ｊ-ＳＯＸ）等の監査の
状況を把握するほか、本基本方針に基づく内部統制システムの監査を実施しています。

② 監査役監査の実効性

　監査役会は、５名（うち社外監査役４名）で構成され、当事業年度においては12回開催し、監査に関する重要な事項について報告を受け、協議・
決議を行っています。監査役の職務を補助するため、監査役会事務局に専任の従業員を２名置いています。

　監査役会において定めた監査計画に基づき、全監査役が取締役会、常勤監査役が経営会議、リスクマネジメント・コンプライアンス委員会その他
重要な会議へ出席し、また重要な決裁書類等の閲覧、代表取締役との定期会合（月１回）等により、監査の実効性の向上を図っています。その



他、内部情報提供制度等の状況について報告を受け、また、監査室とは、定期会合（月１回）を設け情報交換・監査結果の報告等を受けていま
す。さらに、会計監査人とは、会計監査の状況、子会社の監査結果等の報告を受ける機会を設け、重要課題等について意見交換を行っていま
す。

　グループ会社の監査役とは、グループ監査役連絡会を定期的に開催し、研修や議論を通じて監査方針等の情報共有やグループ内部統制の徹
底をはかっています。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

１）基本的な考え方

　当社は、「グループ行動規範」のもと、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体との一切の関係を遮断することを定めており
ます。

２）整備状況

　反社会的勢力に関する対応部門を総務人事部と定め、社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会等の外部機関と連携し情報収集を行うと
ともに、反社会的勢力に対する社内の体制整備を進めており、全役員・従業員に対し周知徹底を図っております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

適時開示に係る社内体制の概要

１）当社は、情報取扱責任者をＣＦＯ・ＩＲ室長とし、会社情報の適時開示業務はＣＦＯ・ＩＲ室の職務としております。

２）当社においては、ＣＦＯおよび情報取扱責任者であるＣＦＯ・ＩＲ室長が、取締役会のほか、経営会議など、社内の重要な意思決定を行う会議お
よび重要事項を審議する会議にはすべて出席し、社内および関係会社等の重要事項を迅速かつ適時適切に把握できる体制となっております。

また、ＣＦＯおよびＣＦＯ・ＩＲ室長が経営企画本部・経理財務本部と常に連携を図り、適時開示に遺漏が起きないよう点検するとともに、必要に応じ
てその他社内関係部署と協議を行うなど、正確な情報の適時開示ができる体制を構築しております。

３）当社は企業情報の適時開示業務等の適切な運用について明文化しております。また、インサイダー取引については、「内部者取引防止規程」
を制定し、厳しい監視体制を維持しております。



【参考資料：模式図】 

１．コーポレート・ガバナンス体制図 

２．適時開示体制 


